
参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 3 - 2

【事業概要】

【事業期間】 平成２５年度～平成２７年度　

【事業計画概要】

・給水施設の実施設計

・汚水排水の実施設計

【事業費】

委託費 平成２５年度 １６５，１００千円 （今回提出）

★D17-3-2 地形・路線測量、換地設計、給排水設計等

平成２６年度 １５，７００千円 （今回提出）

★D17-3-3 基準点測量等

平成２７年度 １３７，２００千円 （次回提出）

街区・画地確定測量等

計 ３１８，０００千円 （全体事業費）

【基幹事業】

事業番号と事業名 Ｄ１７－３

基幹事業との関連性

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（４）被災地復興のための土地利用計画策定促進事業

細要素事業名 平成２５年度新地駅周辺被災市街地復興土地区画整理設計事業

全体事業費 ３１８，０００千円

　東日本大震災の津波により被災したＪＲ常磐線新地駅周辺において、被災市街地復興
土地区画整理事業等により新市街地整備を計画している。これら住環境の早期整備を推
進するため、土地区画整理事業により整備される盛土造成等の実施設計・仮換地等の換
地設計、給水施設の実施設計、ならびに汚水排水施設の実施設計を行う。

・盛土造成等の実施設計・仮換地等の換地設計等

　基幹事業で整備する新地駅周辺被災市街地復興土地区画整理事業の道路・水
路・公園・緑地・造成等の実施設計・仮換地等の換地設計、給水・排水施設の実
施設計を行う。



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 3 - 3

【事業概要】

【事業期間】 平成２５年度～平成２７年度　

【事業計画概要】

・給水施設の実施設計

・汚水排水の実施設計

【事業費】

委託費 平成２５年度 １６５，１００千円 （今回提出）

★D17-3-2 地形・路線測量、換地設計、給排水設計等

平成２６年度 １５，７００千円 （今回提出）

★D17-3-3 基準点測量等

平成２７年度 １３７，２００千円 （次回提出）

街区・画地確定測量等

計 ３１８，０００千円 （全体事業費）

【基幹事業】

事業番号と事業名 Ｄ１７－３

基幹事業との関連性

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（４）被災地復興のための土地利用計画策定促進事業

細要素事業名 平成２６年度新地駅周辺被災市街地復興土地区画整理設計事業

全体事業費 ３１８，０００千円

　東日本大震災の津波により被災したＪＲ常磐線新地駅周辺において、被災市街地復興
土地区画整理事業等により新市街地整備を計画している。これら住環境の早期整備を推
進するため、土地区画整理事業により整備される盛土造成等の実施設計・仮換地等の換
地設計、給水施設の実施設計、ならびに汚水排水施設の実施設計を行う。

・盛土造成等の実施設計・仮換地等の換地設計等

　基幹事業で整備する新地駅周辺被災市街地復興土地区画整理事業の道路・水
路・公園・緑地・造成等の実施設計・仮換地等の換地設計、給水・排水施設の実
施設計を行う。



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 3 - 4

【事業概要】

【事業期間】 平成２５年度～平成２６年度

【事業計画概要】

平成２５年度　基礎調査（防災まちづくりと地域防災計画の策定方針の検討）

事業費（委託費）　１５，０００千円（今回申請）

平成２６年度　普及啓発等の実施等

事業費（委託費）　１２，０００千円（次年度申請）

【基幹事業との関連性】

事業番号と事業名 Ｄ１７－３ 新地駅周辺被災市街地復興土地区画整理事業

基幹事業との関連性

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ２７，０００千円

　平成２４年１月に策定された「第一次　新地町復興計画」を実現するため、町の防災
性の向上については、さらに科学的な説明資料を補強することが必要である。
　当事業では、避難実態調査結果の再整理を行うとともに復興事業の進捗に伴う町内人
口分布などを明らかにして津波避難計画（案）を策定するなど、次年度に実施予定の地
域防災計画の改定に向けた基礎的な調査を実施する。合わせて自主防災組織や避難所等
の関係機関にもヒアリング調査を行い、地域防災計画の策定方針を明らかにする。
　「第一次　新地町復興計画」の10ページ「（1）安心・安全なまちづくり、①災害に
備えるまちづくり」にて、（ハード整備により）「町の安全性を高めるとともに、ソフ
ト面では住民による自主防災組織の活動充実や、被災時にも利用可能な情報通体制の確
立、地域防災計画の見直しなど、ハード・ソフトのバランスの良い防災まちづくりを推
進します」と位置づけている。

　基幹事業で行う、土地区画整理事業に伴う町内人口分布の変化に対応する防災まちづ
くり方策を検討することから、効果促進事業の中で調査実施を図るものである。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

(33)地域防災・減災（BCP）計画策定調査事業

細要素事業名 平成25年度新地町都市防災総合推進事業



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 － 1 － 18

【事業概要】

【事業期間】 平成２５年度～平成２６年度　

【事業計画概要】

●平成25年度事業費：14,000千円（今回申請）

・コミュニティ交通の実証運行及び事業化計画の策定（2,500千円）

・実証運行体制の整備と仕組みの検証（5,000千円）

・実証運行に係る利用周知等の広報活動（1,500千円）

・運行データの収集、利用者調査（2,000千円）

・「新地町コミュニティ交通協議会」（仮称）の設置・運営（1,500千円）

・実証運行調査結果のとりまとめ（1,500千円）

●平成26年度　継続調査　6,000千円（次回以降申請）

【基幹事業】

事業番号と事業名 Ｄ２３－１ 新地町防災集団移転促進事業

基幹事業との関連性

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ２０,０００千円

　平成24年度に実施した「公共交通環境整備調査・公共交通の可能性調査事業」の調査結
果をふまえ、平成25年度は主に被災者応急仮設住宅居住者、災害公営住宅居住者等の町民
向けのコミュニティ交通による実証運行を行う。また、復興後の新地町に則した地域公共
交通の整備に向けた事業化計画（整備計画）を検討、策定する。
　さらに平成26年度は、防災集団移転団地入居の本格化に伴い、継続して調査を行い、将
来的な事業化の道筋をつける。

　基幹事業で行う防災集団移転促進事業に伴い、移転促進区域からの移転で住民の居住状
況や移動ニーズ等の生活交通確保に対処するため調査を実施する。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

(35)公共交通環境整備調査事業

細要素事業名 平成25年度コミュニティ交通事業化検証調査



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 19

【事業概要】

【事業期間】 平成２５年度～平成２６年度　

【事業計画概要】

対象面積：4.9ha

【平成２５年度】 ４２，０００千円（今回申請）

・スポーツ広場設計

・測量調査

【基幹事業との関連性】

事業番号と事業名 Ｄ２３－１ 防災集団移転促進事業

基幹事業との関連性

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　本事業は、既存の公園を防災集団移転先付近に整備し、機能拡充整備と地域コ
ミュニティ活動の支援を図る。

全体事業費 ４２，０００千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（６）公共公益施設整備調査事業

細要素事業名 平成２５年度コミュニティ広場整備事業

　東日本大震災の津波被災を受けた埒浜地区に、海浜運動公園と称し多目的運動場や
テニスコートがあり、地域のイベント、ふれあいの場として利用されてきた。
　海浜運動公園は今回復興事業により、移転促進区域の跡地利用で防災緑地公園の整
備を計画しているため、海浜運動公園の機能を防災集団移転団地（大戸浜地区）付近
の移転促進区域小川・田中地区に整備し、本地域のコミュニティを図るものである。



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 20

【事業概要】

【事業期間】 平成２６年度　

【事業計画概要】 ・土工事

・校庭面整地工事

・外周排水設備工事

・施設施工

【事業費】 工事費 ３３，３００千円

【基幹事業】

事業番号と事業名 Ｄ２３－１ 防災集団移転促進事業

基幹事業との関連性

防災集団移転促進事業により整備される全団地の学区となっている。

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ３３，３００千円

　東日本大震災による津波を受け、尚英中学校は避難所として利用され、校庭が避
難町民の駐車場代わりとして活用しただけでは無く、簡易トイレや大型照明などの
運搬、搬入、設置や支援団体による大型車両の乗り入れが活発に行われた。このた
め、校庭の状況が悪化し、雨溜まりができたり、児童の活動の際に怪我等のおそれ
があるため、市街地整備事業に関連する学校の校庭の整備を実施する。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（16）学校就学環境整備事業

細要素事業名 学校就学環境整備事業（尚英中学校）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 3 - 2

【事業概要】

【事業期間】 平成２６年度　

【事業計画概要】 ・土工事

・校庭面整地工事

・外周排水設備工事

・施設施工

【事業費】 工事費 ２２，６３０千円

【基幹事業】

事業番号と事業名 Ｄ２３－３ 新地町作田西地区防災集団移転促進事業

基幹事業との関連性

防災集団移転促進事業により整備される団地の学区となっている。

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（16）学校就学環境整備事業

細要素事業名 学校就学環境整備事業（福田小学校）

全体事業費 ２２，６３０千円

　東日本大震災による津波を受け、福田学校は避難所として利用され、校庭が避難
町民の駐車場代わりとして活用しただけでは無く、簡易トイレや大型照明などの運
搬、搬入、設置や支援団体による大型車両の乗り入れが活発に行われた。このた
め、校庭の状況が悪化し、雨溜まりができたり、児童の活動の際に怪我等のおそれ
があるため、市街地整備事業に関連する学校の校庭の整備を実施する。



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 5 - 2

【事業概要】

【事業期間】 平成２６年度　

【事業計画概要】 ・土工事

・校庭面整地工事

・外周排水設備工事

・施設施工

【事業費】 工事費 ２５，５９０千円

【基幹事業】

事業番号と事業名 Ｄ２３－５ 新地町雀塚地区防災集団移転促進事業

基幹事業との関連性

防災集団移転促進事業により整備される団地の学区となっている。

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（16）学校就学環境整備事業

細要素事業名 学校就学環境整備事業（新地小学校）

全体事業費 ２５，５９０千円

　東日本大震災による津波を受け、新地小学校は避難所として利用され、校庭が避難
町民の駐車場代わりとして活用しただけでは無く、簡易トイレや大型照明などの運
搬、搬入、設置や支援団体による大型車両の乗り入れが活発に行われた。このため、
校庭の状況が悪化し、雨溜まりができたり、児童の活動の際に怪我等のおそれがある
ため、市街地整備事業に関連する学校の校庭の整備を実施する。



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 7 - 2

【事業概要】

【事業期間】 平成２６年度　

【事業計画概要】 ・土工事

・校庭面整地工事

・外周排水設備工事

・施設施工

【事業費】 工事費 ３２，４２０千円

【基幹事業】

事業番号と事業名 Ｄ２３－７ 新地町富倉地区防災集団移転促進事業

基幹事業との関連性

防災集団移転促進事業により整備される団地の学区となっている。

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ３２，４２０千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（16）学校就学環境整備事業

細要素事業名 学校就学環境整備事業（駒ヶ嶺小学校）

　東日本大震災による津波を受け、駒ヶ嶺学校は避難所として利用され、校庭が避難
町民の駐車場代わりとして活用しただけでは無く、簡易トイレや大型照明などの運
搬、搬入、設置や支援団体による大型車両の乗り入れが活発に行われた。このため、
校庭の状況が悪化し、雨溜まりができたり、児童の活動の際に怪我等のおそれがある
ため、市街地整備事業に関連する学校の校庭の整備を実施する。


